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研究要旨 
本研究では、薬局における口腔の健康サポートが地域住民の医療費・歯科医療費に及

ぼす影響を文献調査と本事業で実施した薬剤師による介入研究の結果に基づき考察し
た。文献調査では、歯科受診率向上、オーラルフレイル改善、歯周管理が中長期的な医
療費・歯科医療費抑制に繋がる可能性が示唆された。介入研究では、薬剤師のサポート
による短期的な歯科受診率の向上に加えて、薬剤師による口腔の健康サポート又はパン
フレット配布のいずれにおいてもオーラルフレイルのリスクのある者が減少する可能性
が示されたことから、薬局での口腔の健康サポートは、短期的な費用増加の可能性があ
るものの、歯科受診率の向上を通じて、中長期的な視点では健康改善と医療費・歯科医
療費の抑制に貢献する可能性があると考えられた。今後、中長期的な分析期間を設定し
た上での定量的なデータに基づく費用対効果の検証が必要である。 

A．研究目的 
本研究の目的は、薬局における口腔の健

康サポートが地域住民の医療費・歯科医療
費に及ぼす影響を文献調査と本事業で実施
した薬剤師による介入研究の結果に基づき
考察することである。 
 
B．研究方法 
本考察は、日本における歯科関連サービ

スの利用や費用に関する複数の文献情報を
検索するとともに、「口腔の健康に関する研
修」を修了した薬剤師が地域住民の口腔の
健康サポートを行う介入研究の結果に基づ
いて行う。文献調査は昨年度も実施したも
のの、今年度は本事業での介入研究での評
価項目や結果に基づき、歯科受診率やオー

ラルフレイル等に焦点を当てて、薬局での
口腔の健康サポートが医療費・歯科医療費
に与える影響を検討する。 
 
C．研究成果 
（1）歯科受診率の向上と費用 
歯周病検診や地域ベースの口腔検診プロ

グラムの受診券送付は歯科受診率の向上に
寄与する可能性がある 1、2。 
薬剤師による口腔の健康サポートが同様

の効果を持つ場合、短期的にはこれまで受
診していなかった住民が新たに歯科医療サ
ービスを利用することで、歯科医療費が増
大する可能性がある。 
しかし、早期の受診は、結果として重症化

を防ぎ、将来的な高額な歯科治療費や、口腔
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状態悪化に伴う全身疾患の医療費を抑制す
る可能性が期待される。 
 
（2）歯周病と全身疾患の医療費 
歯周病が特に糖尿病患者の医療費と関連

していること、また歯周管理が医療費の削
減や入院、インスリン治療の導入抑制と関
連していたことが報告されている 3、4。 
薬局での口腔の健康サポートが歯周病の

早期発見・管理を促す場合、中長期的にこれ
らの患者の医療費抑制に貢献する可能性が
ある。糖尿病患者において、歯周病ケアと透
析開始のリスク低下との関連も報告されて
おり 5、長期的な医療費抑制の観点から重要
である。 
 
（3）オーラルフレイルと医療費 
オーラルフレイルが高齢者の歯科医療費

だけでなく、医療費の増加とも関連するこ
とが示されている 6、7。 
本事業の介入研究において、薬剤師によ

る口腔の健康サポート又はパンフレット配
布のいずれにおいてもオーラルフレイルの
リスクのある者が減少する可能性が示され
たことから、中長期的に医療費・歯科医療費
の抑制に寄与する可能性があると考えられ
る。 
 
（4）歯科受診と介護費用 
予防的な歯科受診と介護費用の削減との

関連が示されている 8。 
薬剤師によるサポートが高齢者の予防歯

科受診を促す場合、介護費用の抑制につな
がる可能性がある。 
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D．考察・結論 
本事業で実施した介入研究の結果は、薬

剤師による口腔の健康サポートが、少なく
とも短期的には地域住民の歯科受診率を向
上させる効果があることを示唆している。
それは薬局における口腔の健康サポートが
短期的な費用増大の可能性があることを示
唆している。一方で、中長期的な視点では医
療費・歯科医療費の抑制に貢献する可能性
があると考えられた。また、オーラルフレイ
ルや介護費用に関する先行研究から、口腔
の健康サポートの経済的影響はオーラルフ
レイルの改善や介護費用の抑制にも及び、
歯科医療費だけではなく、広範囲な費用評
価を行うべきであることが示唆される。し
たがって、費用評価においては、短期的な受
診率向上による費用増大と、中長期的な重
症化予防や全身疾患管理による費用抑制の
両面があることは重要である。今後、中長期
的な分析期間を設定した上での定量的なデ
ータに基づく費用対効果の検証が必要であ
る。 
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